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１ 入札説明書等に関する質問における提出書類 

様式集 
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【様式１－１】入札説明書等に関する質問書 

 

 

 

 

 

（別冊１）「【様式１－１】入札説明書等に関する質問書」

(Microsoft Excelデータ)に記入して提出すること。 
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２ 守秘義務対象資料等の配付等に関する提出書類 

様式集 
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【様式２－１】関心表明書兼資料配付申込書 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

関心表明書 兼 資料配付申込書 

 

令和  年  月  日 

 

大阪市水道局長 様 

 

住所又は 

所 在 地 
 

商号又は 

名 称 
 

代表者の

氏 名 
                 

㊞ 

 

 

令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設監視制御設備

整備事業」に係る入札において、応募提案を検討することを目的とした関心を有することを

表明します。 

また、当社は、「守秘義務の遵守に関する誓約書」の提出を条件とする守秘義務対象資料等

について、配付を申し込みます。 

 

 

担 当 者 氏 名  

所 属 部 署  

電 話 番 号  

メールアドレス  

 

 

※ メールアドレスは私用のものではなく社用のものを記載してください。 

※ 配付を受けた守秘義務対象資料等の使用を終えた時点で当該資料を破棄し、破棄完了後、

【様式２－３】「配付を受けた資料の破棄報告書」を提出してください。 
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【様式２－２】守秘義務の遵守に関する誓約書 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

守秘義務の遵守に関する誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

大阪市水道局長 様 

住所又は 

所 在 地 
 

商号又は 

名 称 

 

代表者の

氏 名 ㊞ 

 

当社は、今般、大阪市（以下「市」といいます。）から、令和８年４月28日付で入札説明

書等の公表がありました大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業（以下「本事業」といい

ます。）への参画に係る検討を目的（以下「本目的」といいます。）として、本誓約書及び関

心表明書兼資料配付申込書を提出した者を対象に、市から開示される資料（以下「守秘義

務対象資料等」といいます。）の配付を受けることを希望します。守秘義務対象資料等の配

付を受けるにあたっては、下記事項を遵守し、秘密を保持することを誓約します。 

  

記 

第１条（利用の目的） 

  当社は、本目的のためにのみ守秘義務対象資料等の配付を受けるものであり、本目的以

外の目的のために守秘義務対象資料等を利用しません。 

 

第２条（秘密の保持） 

当社は、守秘義務対象資料等を秘密として保持するものとし、前条に定める場合のほか、

第三者に対し提供しません。但し、法律、命令、条例等（以下「法令等」といいます。）に

より貸与の義務が課される場合はこの限りではありません。 

 

第３条（善管注意義務） 

当社は、守秘義務対象資料等を、善良な管理者としての注意をもって取り扱うことを約

束します。 

 

第４条（期間） 

本書に基づき当社が負う義務は、本公募に関する提案書類の提出に至らなかった場合又

は事業者として選定されなかった場合であっても、存続するものとします。 

 

第５条（個人情報の取扱い） 

市から配付を受けた守秘義務対象資料のうち個人情報に該当するものについては、法令
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等により市及び当社に認められる範囲内でのみ利用し、保持し、かつ、法令等により市及 

び当社に要求される限度の適切な管理を行うことを約束します。 

 

第６条（損害賠償義務） 

本書に違反する行為により秘密が漏えいした場合、当社は、それにより市に生じた損害

を賠償することを約束します。 

 

第７条（書類の破棄） 

１ 守秘義務対象資料の印刷物等（守秘義務対象資料の印刷物、複写物、複製、翻訳物及び

ハードディスク等の記録媒体への記録を含みますがこれらに限りません。）は、入札を辞

退した場合、提案書類の提出に至らなかった場合又は事業者として選定されなかった場

合（又は本書の違反等により市が破棄等を求める場合は当該請求後速やかに）、その写し

を含めてすべて破棄又は消去することを約束します。 

２ 前項の規定にかかわらず、法令等若しくは当社の社内規定により社内決裁資料等に守

秘義務対象資料の情報が含まれ不可分一体となっている場合、及び、法令等又は司法機

関若しくは行政機関の判決、決定、命令等により守秘義務対象資料の情報を保持するこ

とが義務付けられている場合は、当社は当該資料・情報等を破棄することなく、当社に

おいて適切に保存することを約束します。 

３ 当社が、前２項の規定に基づき守秘義務対象資料等を破棄したときは、当社が代表し

て、市に対し、その旨速やかに『大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 配付を受け

た資料の破棄報告書』により報告します。 

 

 

第８条（定義） 

本書において、特段に定める場合の他、本書における用語の定義は、本公募の入札説明 

書等の定めるところによることとします。 

以 上 
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【様式２－３】配付を受けた資料の破棄報告書 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

配付を受けた資料の破棄報告書 

 

令和  年  月  日 

 

大阪市水道局長 様 

 

住所又は 

所 在 地 
 

商号又は 

名 称 
 

代表者の

氏 名 
                 

㊞ 

 

当社は、今般、大阪市から令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪

市浄配水施設監視制御設備整備事業」に係る入札における応募提案を検討することを目的と

して、守秘義務の遵守に関する誓約書の提出を条件とする資料の配付を受けましたが、令和

【 】年【 】月【 】日付「大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業守秘義務の遵守に関す

る誓約書」第７条に基づき、以下のとおり、破棄を完了したことを報告します。 

 

記 

 

破棄完了日 
 

破棄方 法 
 

 

 

以上 
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３ 参加資格確認書類受付時における提出書類 様式集 
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参加資格要件の確認に必要な書類等 

                                     

参加資格要件の確認に必要な書類等 

提出書類 

□ 参加表明書 

□ 構成企業等構成一覧表 

□ 委任状（各構成企業及び協力企業の代表者から代表企業の代表者への委任状） 

□ 参加資格確認申請書 

□ 特定建設工事共同企業体協定書（共同企業体で参加する場合のみ） 

□ 入札参加制限に関する誓約書 

□ 社会保険等に関する誓約書 

□ 資本関係・人的関係等に関する調書 

□ 大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく誓約書 

□ 大阪市税等に関する誓約書 

□ 大阪市税に関する調査に対する承諾書 

□ 配置予定設計技術者の資格調書（記載内容を証する資料を含む） 

□ 配置予定技術者調書（記載内容を証する資料を含む） 

□ 許可業種全ての建設業許可申請書（副本）の写し（「経営業務の管理責任者証明書（様式
第７号）」及び専任技術者一覧表（様式第８号又は様式第１号別紙４）） 

□ 施工実績調書及びその証明資料 

□ 災害時、及び故障時で６時間以内の配置確認調書について 

□ 主任技術者経歴書（実務経験による主任技術者を配置する場合のみ） 

□ 健康保険・厚生年金保険適用事業所関係事項確認（申請）書（証明印が付されたもの）

等加入を確認できる書類の原本（経営事項審査の総合評定値通知書の「健康保険加入の有

無」欄及び「厚生年金保険加入の有無」欄の一部に「除外」または「無」があり、その後、

当該保険に加入した場合） 

□ 雇用保険適用事業所設置届事業主控（受理印が付されたもの）等加入を確認できる書類
の原本（経営事項審査の総合評定値通知書の「雇用保険加入の有無」欄に「除外」または
「無」があり、その後、当該保険に加入した場合） 

□ 領収証の原本（入札参加資格申請書提出期限日の属する月の前々々月末日時点において

納期が到来している大阪市税を入札参加資格申請書提出期限日以前２週間以内に納付し

た場合のみ） 

□ 大阪府税（全税目）の納税証明書の写し（大阪府税及びその附帯徴収金に未納額のない
ことの証明書。発行日より３カ月以内のものに限る。）（直近1か年分）（全企業） 

□ 消費税及び地方消費税の納税証明書（その３様式）の写し（発行日より３カ月以内のも
のに限る。） 

□ 大阪市使用印鑑届 

□ 印鑑証明書または印鑑登録証明書（原本） 

□ 大阪市営業所所在地等報告書 

□ 成年後見人登記にかかる代表者の登記されていないことの証明書（個人事業者の場合の

み。法務局が発行するもの。発行日より３カ月以内のものに限る。） 

□ 財務諸表のうち貸借対照表・損益計算書（最近 1 か年の決算期分もの（連結決算の場合

は単体分）、個人の場合は貸借対照表もしくは確定申告書の写し） 

 
※ 添付書類名をチェックしてください。  
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【様式３－１】参加表明書 

 

令和  年  月  日 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

参加表明書 

 

大阪市水道局長 様 

 

構成企業等の名称  

代表企業 

 

住所又は 

所 在 地 
 

 
商号又は 

名 称 
 

 
代表者の 

氏 名 ㊞ 

 

令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設

監視制御設備整備事業」の入札に参加することを表明します。 

なお、【様式】構成企業等構成一覧表で示す各構成企業及び協力企業は、入札

説明書に示される参加資格要件をすべて満たしていること、参加表明書及び添

付書類のすべての記載事項については、事実と相違がないことを誓約します。 
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【様式３－２】構成企業等構成一覧表 

令和  年  月  日 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

構成企業等構成一覧表 

 

構成企業等の名称  

■代表企業 

商号又は 

名称 
 

住所又は 

所在地 
 

代表者の氏名  

連絡先 

担当者氏名  所 属  

電話番号  FAX  

メールアドレス  

書類等送付先 

住所 

〒 

 

本事業における役割  計画、設計、施工、維持管理、その他（   ） 

※ 本事業における役割を選択し、その内容を簡潔に記載してください。 

なお、一つの業務を複数で分担する場合は、分担する業務の内容も記載してく

ださい。 

（以下同じ。） 

 建設業許可・経営事項審査情報 

建設業許可年月日 許可番号 許可業種 
契約しようとする  

営業所 

 年 月 日 

国土交通大臣許可 

大阪府知事許可 

 第     号 

特定・一般 

工事業 

・主たる営業所 

・従たる営業所 

（       ） 

経営事項審査基準日 総合評定値の通知日 
経営事項審査 

総合評定値（Ｐ点） 

完成工事高 

（２・３年平均） 

 年 月 日  年 月 日  千円 
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■構成企業注１） 

商号又は 

名称 
 

住所又は 

所在地 
 

代表者の氏名  

連絡先 

担当者氏名  所 属  

電話番号  FAX  

メールアドレス  

本事業における役割  計画、設計、施工、維持管理、その他（   ） 

 

 建設業許可・経営事項審査情報 

建設業許可年月日 許可番号 許可業種 
契約しようとする  

営業所 

 年 月 日 

国土交通大臣許可 

大阪府知事許可 

 第     号 

特定・一般 

工事業 

・主たる営業所 

・従たる営業所 

（       ） 

経営事項審査基準

日 
総合評定値の通知日 

経営事項審査 

総合評定値（Ｐ点） 

完成工事高 

（２・３年平均） 

 年 月 日  年 月 日  千円 
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■協力企業注２） 

商号又は 

名称 
 

住所又は 

所在地 
 

代表者の氏名  

連絡先 

担当者氏名  所 属  

電話番号  FAX  

メールアドレス  

本事業における役割  計画、設計、施工、維持管理、その他（   ） 

 

 建設業許可・経営事項審査情報 

建設業許可年月日 許可番号 許可業種 
契約しようとする  

営業所 

 年  月 日 

国土交通大臣許可 

大阪府知事許可 

 第     号 

特定・一般 

工事業 

・主たる営業所 

・従たる営業所 

（       ） 

経営事項審査基準

日 
総合評定値の通知日 

経営事項審査 

総合評定値（Ｐ点） 

完成工事高 

（２・３年平均） 

 年 月 日  年 月 日  千円 

 

※ 単体企業での参加の場合は、構成企業等の名称欄に企業名を記載のうえ、代表企業欄

に必要事項を記載してください。 

※ ２以上の法人を構成員とする法人のグループによる参加の場合、代表企業は、構成企

業欄に代表企業名等を再記入する必要はありません。 

※ 施工を担当する企業は、建設業許可・経営審査事項欄を記載してください。 

※ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。また、不要な欄は適宜

削除してください。 

※  メールアドレスは私用のものではなく社用のものを記載してください。 

 

注１ 構成企業とは、ＳＰＣに出資し、事業開始後、計画、設計、施工、維持監理の各業務の

いずれかを担う（ＳＰＣ又は構成企業等からこれらの業務を受託・請負をする場合を含む。）

企業をいう。 

  注２ 協力企業とは、ＳＰＣに出資せず、事業開始後、ＳＰＣ又は構成企業等から、設計、施

工、維持監理に係る業務のいずれかを受託・請負をする企業のうち、入札参加者が提案書

において指名する企業をいう。  
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【様式３－３】委任状 

令和  年  月  日 

 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

委任状 

 

大阪市水道局長 様 

 

 

 

 

■委任者（構成企業・協力企業） 

商号又は名称  

住所又は 

所在地 
 

代表者の氏名 印 
 
 

当社は、下記の企業を構成企業等の代表企業とし、令和８年４月28日付で入札

説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業」の入札

に関し、次の権限を委任します。 
 

＜委任事項＞ 

1．入札への参加表明に関する件 

2．入札への参加資格確認申請書の提出に関する件 

3．入札辞退に関する件 

4. 入札及び提案に関する件 

5. 本事業に関する特別目的会社設立までの契約に関する件 

6．復代理人の選任及び解任に関する件 

 

■受任者（代表企業） 

商号又は名称  

住所又は 

所在地 
 

代表者の氏名 印 

 

 

 枚目／ 枚中 

※ 構成企業等ごとに別葉とすること。 

※ 単体企業での参加の場合は提出不要。  
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【様式３－４】参加資格確認申請書 

令和  年  月  日 

 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

参加資格確認申請書 

 

大阪市水道局長 様 

 

 

構成企業等の名称  

代表企業 

 

住所又は 

所 在 地 
 

 
商号又は 

名 称 
 

 
代表者の 

氏 名 ㊞ 

 

令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設

監視制御設備整備事業」の入札に係る参加資格要件について、当社は、入札説明

書に定められた参加資格要件を満たしていること及びこの申請書並びに関係書

類及び添付資料のすべての記載事項については、事実と相違がないことを誓約

します。 
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【様式３－５】入札参加制限に関する誓約書 

 

令和  年  月  日 

大阪市水道局長 様 

住所又は 

所 在 地 
 

商号又は 

名  称 
 

代表者の氏名 
                 

㊞ 

生年月日  年  月  日生 

受任者名  
 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

入札参加制限に関する誓約書 

 

私は、次に掲げる事項を誓約します。 

・当社が、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定及びＰＦＩ法第

９条に定める欠格事由に該当しない者であること。 

・当社が、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 28 条第３項若しくは同条第５項の規定に

よる営業停止処分（大阪市において本事業で担当する業務に応じた建設工事業の営業がで

きない者に限る。）を受けていない者であること。 

・当社が、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていない者であること。 

・当社が、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていない者で

あること。 

・当社が、「大阪市ＰＦＩ事業検討会議 大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業」の座長、

座長代理又はメンバーが属する組織、企業、又はその組織、企業と資本面若しくは人事面

において関連がない者であること。 

・当社が、経営不振の状態（整理開始の申立て又は通告がされたとき、破産の申立てがされ

たとき、再生手続開始の申立てがされたとき、更生手続開始の申立てがされたとき及び手

形又は小切手が不渡りになったときをいう。）にない者であること。 

・当社が、大阪市税、大阪府税に係る徴収金を完納していること。大阪市に納税義務を有し

ない者にあっては、本店又は主たる営業所の所在地における市町村民税、都道府県税を滞

納していない者であること。また、消費税及び地方消費税の未納がない者であること。 

・当社が、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）に基づく雇用保険、健康保険（大正 11 年

法律第 70 号）に基づく健康保険及び厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）に基づく

厚生年金保険に事業主として加入していること。ただし、各保険について法令で適用が除

外されている場合を除く。 

・当社が、市が本事業のアドバイザリー業務を委託している者及び当該アドバイザリー業務

において提携関係にある者ではなく、又はこれらの者との資本面もしくは人事面において

関連がない者であること。 
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【様式３－６】社会保険等に関する誓約書 

社会保険等に関する誓約書 
令和  年  月  日 

大阪市水道局長 様 
主たる営業所 

（又は支店等） 

の 所 在 地 

 

                     商号又は名称 

 

代 表 者 

（又は受任者） 

役 職 ・ 氏 名 

 

私は、大阪市が建設工事における建設事業者の社会保険等の加入促進に取組んでいることを承

知したうえで、次に掲げる事項を誓約します。 

 
１  次の事業を受注するに際して、社会保険等の法令で適用が除外されている保険を除き、事業

主として社会保険等について、適法に加入しています。 

事業名称： 大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業                                                        

 

加入している保険 

（該当を☑チェックしてください。） 

法令で適用が除外されている保険がある場合はその理由 
（該当を☑チェックし必要事項の記入をしてください。） 

□ 雇用保険 

□ 健康保険 

□ 厚生年金保険 

□ 従業員規模等による（従業員          人） 

□ 国民健康保険組合への加入による 

□ その他（                        ） 

２   受注者となったときは、下請負人（一次下請のみならず、全ての次数の下請人も含

む。以下同じ）選定の際、社会保険等の法令で適用が除外されている保険を除き、事業

主として社会保険等に適法に加入している者とします。 

なお、社会保険等に加入していない者（以下「未加入者」）をやむを得ず下請負人と

するときは、施工体制台帳等提出時に大阪市指定様式において報告します。それに基づ

き、社会保険等担当機関に大阪市が通報することも周知します。 

さらに、未加入者が建設業許可業者の場合は、当該社会保険等への加入指導など、定

められた期間内に適切な措置を取ることを誓約します。 

３  その他、本件工事にかかる全ての下請負人が労働関係法令に違反しないよう、指導を

行います。 

４  本誓約書の記載事項が事実と相違するときは、いかなる措置を受けても、異議ありま

せん。 

 

 
 

 

 

 

※本書の社会保険等とは、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）に基づく雇用保険、健康保険

法（大正 11 年法律第 70 号）に基づく健康保険及び厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）

に基づく厚生年金をいいます。 

※自らが「法令で適用が除外」に該当するかどうかを確認しようとするときは、健康保険及び厚

生年金保険については、日本年金機構（年金事務所）に、雇用保険については、厚生労働省（公

共職業安定所）に、問い合わせてください。 
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【様式３－７】資本関係・人的関係等に関する調書 

資本関係・人的関係等に関する調書 

令和  年  月  日 

大阪市水道局長 様 

 

入札書提出時において、資本関係・人的関係等は次のとおり相違ありません。 

本調書の記載事項が事実と相違するときは、いかなる措置を受けても、異議ありません。 

住所又は 

所 在 地 
 

商号又は 

名 称 
 

代表者の

氏 名                   

１ 会社法(平成17年法律第86号)第２条第３の２号(*1)及び第４の２号(*2)の規定による親会社等又は子会社等について 

□ 該当するものはありません 

□ 次のとおりです 

親会社等・ 

子会社等の別 

大阪市登録 

承認番号 
商号又は名称 所在地 

議決権の被所有割合（％） 

［（）はうち間接被所有割合］ 

    （  ） 

    （  ） 

２ 自社役員で他社の役員(*3)を兼務している会社について 

 □ 該当するものはありません 

 □ 次のとおりです 

自社役員氏名 自社での役職名 
大阪市登録 

承認番号 
商号又は名称 所在地 役職名 

      

      

３ 事業協同組合に加入している場合(*4)について 

 □ 該当するものはありません 

 □ 次のとおりです 

組合名 

 

４ 電話、ファクシミリ、メールアドレス等の連絡先が同一である他の会社について 

□ 該当するものはありません 

 □ 次のとおりです 

大阪市登録承認番号 商号又は名称 所在地 同一の内容（○をつけてください） 

   電話・FAX・メールアドレス・その他 

   電話・FAX・メールアドレス・その他 

５ 自社の者で、他者の大阪市の入札に関わる営業活動にも携わっている者がいる他の会社について 

□ 該当するものはありません 

 □ 次のとおりです 

氏名 自社での役職名 
大阪市登録 

承認番号 
商号又は名称 所在地 役職名 

      

      

※各項目の□の欄に☑を入れること。また、記入欄が不足する場合は別紙を添付すること 

（注）入札参加者が事業協同組合の場合、組合員名簿を提出すること 

（表面） 
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【様式３－８】大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく誓約書 

誓  約  書 

 私は、大阪市が大阪市暴力団排除条例（以下「条例」という。）及び大阪市暴力団排除条例施行

規則（以下「規則」という。）に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利するこ

ととならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していることを承

知したうえで、次の事項を誓約します。  

 

１ 条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。 

２ 

条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、大阪市

から役員の氏名その他必要な事項の報告を求められたときは、速やかに書面等（役員名簿

等）により提出します。 

３ 
本誓約書その他の提出した書面等が、大阪市から大阪府警察本部に提供されることに同

意します。 

４ 

私が条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者に該当する事業者であると大阪市

が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の調査により判明した場合には、大阪市が

条例及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、大阪市電子調達システム等におい

て、その旨を公表することに同意します。 

５ 
私が条例第７条第１号に規定する下請負人を使用する場合は、これら下請負人から誓約

書を徴収し、当該誓約書を大阪市に提出します。 

６ 
私が使用する条例第７条第２号に規定する者について、大阪市からこれらの者の誓約書

の提出を求められたときは、当該誓約書を徴収し、大阪市に提出します。 

７ 

私が使用する条例第７条各号に規定する下請負人等が、条例第２条第２号又は規則第３

条各号に該当する事業者であると大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の

調査により判明し、大阪市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の

解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。 

 

案件名称：大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業                   

 

大阪市水道局長 様 

 

年  月  日 

 所 在 地 

（フリガナ） 

商号又は名称 

（フリガナ） 

代表者の氏名 

 

代表者の生年月日         年  月  日生 

 

受 任 者 名 
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（参 考） 

○大阪市暴力団排除条例（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大阪市暴力団排除条例施行規則（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除に関する措置） 

第８条 市長は、前条の趣旨を踏まえ、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

(1) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者に対し、公共工事等及び売払い等に係る入札に参加する

ために必要な資格を与えないこと 

(2) 入札の参加者の資格を有する者（以下「有資格者」という。）が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら

れた場合には、当該有資格者を公共工事等及び売払い等に係る入札に参加させないこと 

(3) 有資格者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、必要に応じ、その旨を公表すること 

(4) 公共工事等に係る入札の参加者の資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下げた日から１

年を経過しない者であって、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められるものに対する前号に掲げる措置に

準ずる措置 

(5) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者を契約の相手方としないこと 

(6) 公共工事等及び売払い等の契約相手方が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、当該公

共工事等及び売払い等の契約を解除すること 

(7) 公共工事等の下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、契約相手方に対して、

当該下請負人等との契約の解除を求め、契約相手方が当該下請負人等との契約の解除の求めを拒否した場合には、契約

相手方との当該公共工事等の契約を解除すること 

(8) 前各号に掲げるもののほか、公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除を図るために必要な措置 

２ 市長は、前項各号（第３号を除く。）に掲げる措置を講ずるために必要があると認めるときは、契約相手方及び下請負人

等に対し、これらの者が暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書の提出及び必要な事項の報告等を求めることが

できる。 

３ 市長は、前項の誓約書を提出した者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めるときは、その旨を公表するこ

とができる。 

（暴力団密接関係者） 

第３条 条例第２条第３号の市規則で定める者は、次のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者 

(2) 暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、金品その 

他の財産上の利益又は役務の供与（次号において「利益の供与」という。）をした者 

(3) 前号に定めるもののほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することと 

なる相当の対償のない利益の供与をした者 

(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(5) 事業者で、次に掲げる者（アに掲げる者については、当該事業者が法人である場合に限る。）のうちに暴力団員又は 

前各号までのいずれかに該当する者のあるもの 

ア 事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他のいかな 

る名称を有する者であるかを問わず、当該事業者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者 

と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。） 

イ 支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所 

その他の組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者 

  ウ 営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、 

それらと同等以上の職にあるものであって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為を 

する権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 

  エ 事実上事業者の経営に参加していると認められる者 

(6) 前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、公共工事等に係る下請契約、資材 

又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者 
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【様式３－９】大阪市税等に関する誓約書 

大阪市税等に関する誓約書 

令和  年  月  日  

大阪市水道局長 様 

 
主たる営業所 

（又は支店等） 

の 所 在 地 

 

商号又は名称 

 

代 表 者 

（又は受任者） 

役 職 ・ 氏 名 

 

次の事項について、誓約します。 

記 

 

・当社が納付すべき大阪市税注 1）に係る徴収金（法人市民税、市・府民税[普通徴

収]、市・府民税[特別徴収]、固定資産税・都市計画税[土地・家屋]、固定資産税

[償却資産]、特別土地保有税、軽自動車税、事業所税、市たばこ税、入湯税、

延滞金、重加算金、不申告加算金、過少申告加算金、滞納処分費）を完納注 2）し

ていること 

・当社が納付すべき消費税及び地方消費税に未納がないこと 

・上記事実と相違する場合、当該工事にかかる認定を取り消されても、異議の

ないこと 

注 1）・大阪市に納税義務を有しない者にあっては、本店又は主たる営業所の所在地における市町村民税、

都道府県税。 

注 2）・証券受託及び分納については、完納とみなしません。 

・延滞金について、地方税法及び大阪市市税条例の規定により計算した金額がかかりますので、納期

限後に納付されている場合等は十分ご確認ください。 

なお、納税証明書では延滞金の未納の有無は確認できませんのでご注意ください。 
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【様式３－10】大阪市税等に関する調査に対する承諾書 

大阪市税に関する調査に対する承諾書 
 

令和  年  月  日 

 

大阪市水道局長 様 

 
     主たる営業所 

                     （又は支店等） 

                     の 所 在 地  

                     （登 記 上 の 本 店              ） 

 

                      商 号 又 は 名 称 

 

                      代 表 者 

（又は受任者） 

役 職 ・ 氏 名 

（担当者名：                         ） 

 （連絡先電話番号：               ） 

 

誓約書内容の確認のため、次のことを承諾します。 

記 

・入札書提出開始日の属する月の前々々月末日時点において納期が到来してい

る大阪市税注 1）に係る徴収金（法人市民税、市・府民税[普通徴収]、市・府民税

[特別徴収]、固定資産税・都市計画税[土地・家屋]、固定資産税[償却資産]、

特別土地保有税、軽自動車税、事業所税、市たばこ税、入湯税、延滞金、重加

算金、不申告加算金、過少申告加算金、滞納処分費）の納付又は納入状況及び

申告状況を、大阪市が調査し、その調査結果を、 

 大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 の審査、契約事務及び確認

に利用すること 

注 1）・大阪市に納税義務を有しない者にあっては、本店又は主たる営業所の所在地における市町村民税、都道

府県税。 

  



 

27 

【様式３－11】配置予定設計技術者の資格調書 

配置予定設計技術者の資格調書 

 

商号又は名称              

□管理技術者 

□照査技術者 

□担当技術者【         】 

氏  名              所属・役職  

保有資格 

□技術士（部門：          ）・登録番号：      ・取得年月日： 

   （選択科目：        ） 

□国土交通大臣による認定       ・認定年月日： 

□ＲＣＣＭ（部門：         ）・登録番号：      ・取得年月日： 

その他（                                  ） 

１ 該当する保有資格欄に☑すること。 

２ 直接的な雇用関係の確認ができる証明書（健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届（年

金事務所が受け付けたことが分かるもの）、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知

書、市町村が作成する住民税特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用））の写しを

添付すること。 

３ 資格を証する書面の写しを添付すること。（技術士については、選択科目を証明できるものを 

添付すること。(社)日本技術士会発行の技術士登録等証明書の写し、または現況報告書（近畿地 

方整備局等が確認済みのもの）の写し等） 
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【様式３－12】配置予定技術者調書 

配 置 予 定 技 術 者 調 書 
 

商号又は名称              

事業名称 大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

当該事業に配置予定の技術者は、下表のとおりです。 

ふりがな     生年 

月日 
  年  月  日 生 技術者氏名    

現在配置中工事 ☐ 無  ☐ 有  

兼任する工事名 
（専任特例による工事現場の兼務を行う場合に記載） 

 

予定従事役職 法令による資格・免許等（当該工事に求められる資格を記載すること） 

該当する項目に☑ 

☐監理技術者 

（☐専任特例２号※） 

（☐監理技術者補佐） 

☐主任技術者 

☐上記について 

専任配置 

監理技術者資格者証 

【交付番号：             】 

監理技術者講習受講日 

平成・令和  年  月  日修了 

国家資格等の名称  

☐１・２ 級（  ）施工管理技士 

☐１級（        ）施工管理技士補 

 

【資格番号：                】 

【資格番号：                】 

☐その他（                              ） 
 

☐（  ）年以上の実務経験（建設業法第７条２号（イ・ロ・ハ該当）） 

※実務経験による主任技術者を配置する場合は、別紙２の「主任技術者経歴書」を提出すること 

上記、配置予定の技術者が建設業法第 26 条第３項第１号又は第 26 条の５の適用を受ける者の場合は、以下の

チェック欄に☑すること（適用を受けなくなった場合は、発注者に報告のうえ専任配置すること。）  

☐建設業法第 26 条第３項第１号の適用を受ける者である 

☐建設業法第 26 条の５の適用を受ける者である 

経営業務の管理責任者の氏名（建設業法第７条第１号）  

営業所における専任の技術者の氏名 

（建設業法第７条第２号、第 15条第２号） 
 

※ 専任特例２号：建設業法第 26 条第３項第２号の規定の運用を受ける監理技術者 

そのほか、提出にあたっては、「監理技術者等の配置に関する事務取扱要領」を確認すること。 

 
◆ 次に掲げる資料を添付すること。 

(1) 建設業許可の申請・変更等の届出時に提出している経営業務の管理責任者証明書及び営業所技術者等証明書（又は専任技術者証明書）も

しくは営業所技術者等一覧表（又は専任技術者一覧表）の写し 

(2) 配置予定技術者調書に記載する国家資格等を証するものの写し 

(3) 監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証（表・裏）の写し 

(4) 実務経験による主任技術者を配置する場合は、主任技術者経歴書（様式３-15） 

(5) 所属建設業者との直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類※（監理技術者資格者証、健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届（年

金事務所が受け付けたことが分かるもの）、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、市町村が作成する住民税特別徴収税

額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用）のいずれか）の写し 

（代表者を配置予定技術者とする場合を除く。） 

※ 提出するにあたっては、次のとおりマスキングを実施すること。 

書  類 マスキング項目 

健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届  個人番号（基礎年金番号） 

健康保険・厚生年金保険被保険者 

標準報酬決定通知書 

 被保険者整理番号 

 基礎年金番号 

住民税特別徴収税額通決定・ 

変更通知書 
 複数名の記載がある場合は、配置予定技術者以外の者の記載 

 なお、ＱＲコードの記載があり、そのＱＲコードを読み取ると保険者番号等がわかるものについては、 

ＱＲコードにもマスキングを実施すること。 

  

表 面 
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【様式３－13】施工実績調書 

施 工 実 績 調 書 

 

商号又は名称                

 

工 事 名 称  

発 注 者 
 

施 工 場 所 
 

工 期 年   月～      年   月 

受 注 形 態 等 単体 ／ 共同企業体（出資比率   ％） 

共同企業体名称 
 

工

事

諸

元

等 

  

請負金額          円 

備    考 

 

施工実績調書の記載について 

 １ 入札公告で示した施工実績について記載すること。 

 ２ 記載した施工実績については、これを証するものとして次の書類を添付すること。 

   ただし、施工実績調書に記載する内容以外の部分は省略できる。 

（１） 契約書の写（共同企業体の場合は、協定書を含む。） 

（２） 入札公告で示した要件を判断できる施工内容が記載された設計図書の写（入札参加

資格の条件に係る数値はラインマーカー等で図示すること） 

     ※ 上記書類は、本市発注の施工実績についても添付要 
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【様式３－14】災害時、及び故障時で６時間以内の配置確認調書について 

災害時、及び故障時で６時間以内の配置確認調書について 

 

商号又は名称 

 

 

災害時、及び故障時等で６時間以内の配置確認調書 

営業所等の 
名称所在地 

 

 

技術者の出発地 
   

   

区    分 平 日・昼 間 平 日・夜 間 休  日 

時  間  帯 ：  ～  ： ：  ～  ： ：  ～  ： 

常駐の技術者 常駐（     人） 常駐（     人） 常駐（     人） 

緊急対応予想時間   時間  分  時間  分  時間  分 

 
 
 
 
 
 
 
 

緊急対応 
予想時間の内訳 

 
 
技術者出発地  か 

ら、本設備設置場所あ 
までの予想経路及び予 
想時間を記載するああ 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

※ ：技術者出発地、本設備設置場所の住所は政令市では市区まで、その他は市町村までの記録とする。 

※対応する技術者が、サービス業務を移管又は業務提携している企業である場合は、移管又は業務提携を 
証するものの写しを添付すること。 

 

  

※1 

※1 

1 

※1 
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【様式３－15】主任技術者経歴書 

実務経験による主任技術者を配置する場合のみ提出すること。                         

主任技術者経歴書  

 

商号又は名称                    

   

氏名及び生年月日 所属会社及び入社年月日 
建設工事の種類 

（当該工事に求められる工種）  

  
 

（昭・平  年  月  日 生） （昭・平・令  年  月  日 入社） 

該当区分  

（該当する欄に○） 

学歴及び学科 

（法第７条第２号イ 該当者（指定学科卒業者）は以下も記入すること） 

 建設業法第７条第２号 イ 実務経験  ３年以上  

 建設業法第７条第２号 イ 実務経験  ５年以上 （昭・平・令  年  月  日 卒業） 

 建設業法第７条第２号 ロ 実務経験 １０年以上  

 建設業法第７条第２号 ハ 実務経験 （  ）年以上  

 

工事名 所属会社 
発注者又は 
注 文 者 名 

工期 従事した職名 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

 
 

   

 

 
 

   

 

 
 

   

 

 
 

   

 

なお、記載内容について、関係書類等の確認を行う場合があります。 

※1 過去に所属した会社の実績の場合は所属会社欄に当時の所属会社名も併せて記載すること。 

※2 元請の場合は発注者名、下請の場合は注文者名を記載すること。 

※3 「工事の終期」と「次の工事の始期」までの 期間が１２ヶ月を超えない場合、連続した実務経験があることとみなす。 
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【様式３－16】大阪市使用印鑑届 

大 阪 市 使 用 印 鑑 届 
 

商 号 又 は 

名 称 

 

代 表 者 役 職 

氏 名 

 

受 任 者 役 職 

氏 名 

 

押 印 欄 

 

実 印 

 

 

 

使 用 印 

 

※使用印は、入札・見積り、契約の締結、代金の請求・受領、共同企業体の結成等の際に使用

する印を押印してください。 

 使用印は代表者の役職名または氏名等が表示されたものに限ります。 

（ただし、受任者を設けている場合は受任者の役職名又は氏名等が表示されたものに限りま

す。） 
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【様式３－17】大阪市営業所所在地等報告書 

大 阪 市 営 業 所 所 在 地 等 報 告 書 

大阪市水道局長 様 

令和  年  月  日 

 

 

 

 

 
大阪市と契約する窓口について、次のとおり報告します。 

 

建物の所有形態  

建物の形態  

営業所の使用状況  

標   識 設置場所（           ） 

看   板 設置場所（           ） 

電 話 設 備 □固定電話 □その他（                    ） 

机等什器備品 机(  台) いす（  脚） 複写機（  台） FAX（  台） パソコン（   台） 

経営業務管理 
責 任 者 

職名（     ） 

氏名（                         ） 

上記の者の在籍確認ができるもの（             ） 

営業所における 
専任の技術者 

職名（     ） 

氏名（                         ） 

上記の者の技術者資格（             ） 

上記の者の在籍確認ができるもの（             ） 

上記以外の技術者数（    名） 

営業に関わる事項を記した帳簿 □ 備えている （該当する場合は□） 

（お願い） 

１．大阪市営業所所在地等報告書に基づいて実態調査を実施します。調査の際に記載内容につい

て、関係書類等の確認を行いますのでご協力お願いします。 

２．調査の結果によっては、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく「停止措置」及び建設業法

その他関係諸法令等に基づき「建設業許可行政庁等への情報提供」を行うことがありますので、

あらかじめご了承ください。 

次  項 

(貼付書類）     １.営業所の附近見取図 

       ２.営業所の外観の写真（商号又は名称が確認できるもの） 

     ３.営業所内部の写真 

※提出書類は控えを取っておいてください。 

本店 (主たる営業所 )の所在地 

商  号  又  は  名  称               

代  表  者  の  役職・氏名                 

電 話 番 号      
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【様式３（参考資料）】特定建設工事共同企業体協定書（記載例） 

（記載例） 

 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業に係る共同企業体協定書 

 

 

（目 的） 

第１条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

（１）大阪市発注に係る 大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業  

（当該事業内容の変更に伴う業務を含む。以下、単に「本事業」という。） 

 

（２）前号に附帯する事業 

 

（名 称） 

第２条 当共同企業体は、               共同企業体（以下

「企業体」という。）と称する。 
 

 

 

（事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を 

に置く。 

 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、令和  年  月  日に成立し、本事業の契約の履行

後３ヵ月以内を経過するまでの間は、解散することができない。 

 

２ 本事業の契約を締結できなかったときは、当企業体は、前項の規定にかか

わらず、本事業に係る契約が締結された日に解散するものとする。 

 

（構成員の住所及び名称） 

第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

（代表者の名称） 

第６条 当企業体は、                     を代表と

する。 

 



 

35 

 

（代表者の権限） 

第７条 当企業体の代表者は、本事業の履行に関し、当企業体を代表して、発注

者及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって業務対価及び業務

委託料（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産

を管理する権限を有するものとする。 

 

（分担額） 

第８条 各構成員の本事業の分担は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一

部につき発注者と契約内容の変更増減等のあったときは、それに応じて分担の

変更があるものとする。 

 

 

 

 

 

 

２ 前項に規定する分担業務の価額（運営委員会で定める。）については、別に定

めるところによるものとする。 

 

（運営委員会） 

第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本事業の完成に

当るものとする。 

 

（構成員の責任） 

第 10 条 各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担業務

の進捗を図り、契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。 

 

（取引金融機関） 

第 11 条 当企業体の取引金融機関は、         とし、共同企業体の

名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。 

 

（構成員の必要経費の分配） 

第 12 条 構成員はその分担業務の履行のため、運営委員会の定めるところによ

り必要な経費の分配を受けるものとする。 

 

（共通費用の分担） 

第 13 条 本事業履行中発生した共通の経費等については、業務対価及び業務委

託料の分担額の割合により毎月１回運営委員会において、各構成員の分担額を

決定するものとする。 
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（構成員の相互間の責任の分担） 

第 14 条 構成員がその分担業務に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当

該構成員がこれを負担するものとする。 

 

２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構

成員が協議するものとする。 

 

３ 前二項に規定する責任について協議がととのわないときは、運営委員会の決

定に従うものとする。 

 

４ 前三項の規定は、いかなる意味においても第 10 条に規定する当企業体の責

任を免れるものではない。 

 

（権利義務の譲渡の制限） 

第 15 条 本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。 

 

（事業途中における構成員の脱退） 

第 16 条 構成員は、当企業体が本事業を終了する日までは脱退することができ

ない。 

 

（事業途中における構成員の破産又は解散に対する処置） 

第 17 条 構成員のうちいずれかが事業途中において破産または、解散した場合

においては、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了するもの

とする。 

 

２ 前項の場合においては、第 14 条第２項及び第３項の規定を準用する。 

 

（解散後の契約不適合責任） 

第 18 条 当企業体が解散した後においても、当該事業につき契約不適合があっ

たときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。 
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（協定書に定めのない事項） 

第19条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定め

るものとする。 

 

 

外 社は、上記のとおり 

共同企業体協定を締結したので、その

証拠としてこの協定書 通を作成のうえ、各通に構成員が記名押印し、 通

は各自所持し、１通は大阪市ヘ提出するものとする。 

 

令和  年  月  日 
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４ 現場確認等に関する提出書類 

様式集 
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【様式４－１】現場確認及び運用状況に関するヒアリング申込書 

 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

現場確認及び運用状況に関するヒアリング申込書 

 

令和  年  月  日 

 

大阪市水道局長 様 

 

住所又は 

所 在 地 
 

商号又は 

名 称 
 

代表者の

氏 名                   

 

当社は、令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設監視

制御設備整備事業」の技術提案書の作成に向けた検討にあたり、事業対象設備設置施設等へ

の現場確認及び運用状況に関するヒアリングを希望するので、以下のとおり申し込みます。 

 

担 当 者 氏 名  

所 属 部 署  

電 話 番 号  

メールアドレス※  

以下、該当する方に〇をご記入願います。 

事業対象設備設置場所

の現場確認 
希望する      希望しない 

運用状況に関する 

ヒアリング 
希望する      希望しない 

 

※ メールアドレスは私用のものではなく社用のものを記載してください。 
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【様式４－２】意見交換申込書 

 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

意見交換申込書 

 

令和  年  月  日 

 

大阪市水道局長 様 

 

住所又は 

所 在 地 
 

商号又は 

名 称 
 

代表者の

氏 名                   

 

当社は、令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設監視

制御設備整備事業」に係る意見交換について、以下のとおり申し込みます。 

なお、質問内容については、【様式１－１－12】意見交換申込書（質問内容）のとおりで

す。 

 

担 当 者 氏 名  

所 属 部 署  

電 話 番 号  

メールアドレス※  

グループで参加を希望する場合、参加する他の事業者名及び担当者氏名 

事業者名： 

担当者氏名： 

 

事業者名： 

担当者氏名： 

合計参加人数     人 

 

※ メールアドレスは私用のものではなく社用のものを記載してください。 
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５ 参加辞退等に関する提出書類 様式集 
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【様式５－１】参加資格喪失通知書 

令和  年  月  日 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

参加資格喪失通知書 

 

大阪市水道局長 様 

 

構成企業等の名称  

代表企業 

 

住所又は 

所 在 地 
 

 
商号又は 

名 称 
 

 
代表者の 

氏 名 ㊞ 

 

令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設監視制御設

備整備事業」の入札について、令和【 】年【 】月【 】日付で参加申込を行いましたが、

下記の者に係る参加資格喪失について通知します。 

 

記 

■構成企業等 

商号 又は 名称  

住所 又は 所在地  

代表者名  

■通知事由 

内 容 ※具体的に記載すること 

該当年月日 令和 年 月 日 
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【様式５－２】構成企業等に関する事項についての変更通知書 

令和  年  月  日 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

構成企業等に関する事項についての変更通知書 
 

大阪市水道局長 様 

 

構成企業等の名称  

代表企業 

 

住所又は 

所 在 地 
 

 
商号又は 

名 称 
 

 
代表者の 

氏 名 ㊞ 

 

令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設監視制御設

備整備事業」の入札について、令和【 】年【 】月【 】日付で参加申込を行いましたが、

下記の者に係る【支配している者の変更・第三者により支配された事実・変更又は離脱せ

ざるを得ない事情】について通知します。 

記 

■構成企業等 

商号 又は 名称  

住所 又は 所在地  

代表者名  

■通知事由 

該当する事項 

※①構成企業等を支配している者の変更 

②構成企業等が新たに第三者に支配された事実 

③構成企業等を変更又は離脱せざるを得ない事情又は 

その他の事情 

から選択し記載すること 

内 容 ※上記で選択した項目について、具体的に記載すること 

該当年月日 令和 年 月 日 

※ 【支配している者の変更・第三者により支配された事実・変更又は離脱せざるを得ない事

情】については、該当する事項を除き削除してください。 
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【様式５－３】入札辞退届 

 

令和  年  月  日 

 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

入札辞退届 

 

大阪市水道局長 様 

 

 

構成企業等の名称  

代表企業 

 

住所又は 

所 在 地 
 

 
商号又は 

名 称 
 

 
代表者の 

氏 名 
㊞ 

 

 

令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設監視制御設

備整備事業」の入札参加を表明しましたが、下記の理由により入札参加を辞退します。 

 

辞退の理由： 
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６ 技術提案書受付時における提出書類 

様式集 
 

 

 Ⅰ 誓約書 

 Ⅱ 要求水準書に関する提案書 

 Ⅲ 総合評価に関する提案書 

 Ⅳ 参考見積書 
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【様式Ⅰ-１】技術提案書に関する誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

技術提案書に関する誓約書 

 

大阪市水道局長 様 

 

 

構成企業等の名称  

代表企業 

 

住所又は 

所 在 地 
 

 
商号又は 

名 称 
 

 
代表者の 

氏 名 
㊞ 

 

 

令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設

監視制御設備整備事業」の入札について、「大阪市浄配水施設監視制御設備整備

事業入札説明書」に基づき、技術提案書を提出します。 

なお、技術提案書の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓

約します。 

 

※ 代表者の氏名及び印鑑は、参加資格確認時に添付する印鑑証明書大阪市電子

調達システム登録印と一致するものとしてください。 
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【様式Ⅰ-２】要求水準に関する誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

要求水準に関する誓約書 

 

大阪市水道局長 様 

 

 

構成企業等の名称  

代表企業 

 

住所又は 

所 在 地 
 

 
商号又は 

名 称 
 

 
代表者の 

氏 名 
㊞ 

 

令和８年４月28日付で入札説明書等の公表がありました「大阪市浄配水施設

監視制御設備整備事業」の技術提案書審査に係る提出書類の一式は、入札説明書

等に規定された要求水準を充足していることを誓約します。 

 

※ 代表者の氏名及び印鑑は、参加資格確認時に添付する印鑑証明書大阪市電子

調達システム登録印と一致するものとしてください。 
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【様式Ⅱ-１】表紙（要求水準書に関する技術提案書） 

 

 

 

 

 

  

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

 

 

 

要求水準書に関する技術提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日  
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設計、施工に関する提案書 
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【様式Ⅱ-２】基本方針（設計、施工業務） 

基本方針（設計、施工業務） 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

○要求水準書を踏まえ、提案書作成要領に基づき、浄配水施設監視制御設備の整備計画につ

いて、基本的な考え方や提案内容等を記述してください。 

 

・本事業の目的を踏まえた事業（設計及び工事）の実施方針について 

・事業対象設備について 

・遵守する関係法令及び仕様書について 

・環境対策について 

・施設整備の基本的な考え方について 

・業務実施体制について 

・システム毎の切替時期を示した事業全体工程表（設計、施工業務） 

・工事施工計画について 

・情報セキュリティ対策について 

・セルフモニタリングについて 

・その他必要な項目 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし  
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【様式Ⅱ-３】設計業務 

設計業務 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

○要求水準書を踏まえ、設計業務に関する基本的な考え方をはじめ、システム設計内容、電

源設備構成、バックアップセンターの構築等、具体的な提案内容を記述してください。ま

た、説明用として、システム構成図、電源系統図、機器リスト、機器外形図及び各種計算

書等（様式・枚数自由、Ａ３版折込可）を添付してください。なお、機器リストに関して

は通し番号を併せて記載すること。 

機器リストは、製作所名を記載するものとし、大阪市水道局施設資材供給者承認制度に

おける使用機器材指定製作所名一覧表に記載された機器において、指定した製作所以外を

使用する場合は、「大阪市水道局施設資材供給者承認申請書作成要領」に記載の審査を行

うため、同要領に定める書類を提出すること。 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし  
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【様式Ⅱ-４】施工業務 

施工業務 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

○要求水準書を踏まえ、各事業対象設備の更新及びバックアップセンターの構築に関する施

工業務の基本的な考え方をはじめ、システムの切替手順、内容、既設設備との取り合い、

浄配水施設運用に配慮した試験調整等、具体的な提案内容を記述してください。また、説

明用として、システム切替工程、バックアップセンター整備工程、電源設備切替工程等及

びシステムの切替手順や試験調整方法を示す資料等（様式・枚数自由、AＡ３版折込可）

を添付してください。 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅱ-５】性能確認 

性能確認 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

○要求水準書を踏まえ、設計、施工期間の、要求水準内容の確認方法について記述してく

ださい。 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし  
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【様式Ⅱ-６】設計、施工業務（図面等） 

設計、施工業務（図面等） 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

○要求水準書を踏まえ、各事業対象設備の配置計画、バックアップセンターの整備計画等に

関する一般平面図、機器配置図、断面図等（様式・枚数自由、Ａ３版折込可）を添付し、

下記の図面リストに添付する図面の一覧を記載してください。なお、図面番号には工種毎

に頭文字と通し番号を付けてください。 

（例：電気設備［E-○］、機械設備［M-○］、建築電気設備［AE-○］、建築機械設備［AM-○］等） 

 

図面番号 図面名称 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※必要に応じ行数を追加してください。 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 



 

55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理に関する提案書 
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【様式Ⅱ-７】基本方針（維持管理） 

基本方針（維持管理） 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

○要求水準書を踏まえ、浄配水施設監視制御設備の維持管理計画について、基本的な考え方や

提案内容等を記述してください。 

・維持管理の実施方針について 

・遵守する関係法令及び仕様書について 

・業務実施体制について 

・情報セキュリティ対策について 

・セルフモニタリングについて 

・その他必要な項目 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし  
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【様式Ⅱ-８】維持管理業務 

維持管理業務 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

○要求水準書を踏まえ、事業対象設備等の点検整備内容、周期等を記載し具体的な実施計画

を記述してください。なお、点検周期に関する資料は入札説明書第３．７（７）により配

付する資料を参考としますが、技術提案により、頻度を減らす場合は、その根拠資料を添

付してください。ただし、大阪市水道局自家用電気工作物保安規程に基づく点検周期は遵

守してください。 

施工と維持管理が並行する期間の事業の進め方や維持管理期間終了時の考え方、緊急時の

連絡体制等についても、具体的な提案内容を記述してください。また、説明用として、事

業期間中の維持管理計画、保守点検・修繕計画、緊急時のバックアップ体制等（様式・枚

数自由、Ａ３版折込可）を添付してください。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅱ-９】点検等の報告 

点検等の報告 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

○要求水準書を踏まえ、点検等の報告について、具体的な提案内容を記述してください。 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅱ-10】要求水準確認チェックリスト 

 

 

 

 

 

（別冊１）「【様式Ⅱ－10】要求水準確認チェックリスト」

(Microsoft Excelデータ)に記入して提出すること。 
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【様式Ⅲ-１】表紙（総合評価に関する技術提案書（添付書類含む）） 

 

 

 

 

 

  

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

 

 

 

総合評価に関する技術提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日  
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【様式Ⅲ-２】事業実施の基本方針 

１－（１）事業計画、安定性 
ア 事業実施の基本方針 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・本事業の課題・目的を踏まえた事業実施方針 

・官民連携の趣旨を踏まえた事業者としての全体マネジメントの考え方 

・本事業における課題の認識とそれらに対する対応方針 

 

※ 本項目と本項目以外の項目で示された提案内容が整合している場合にのみ本項目の評

価の際に考慮する。ただし、本項目以外の項目においてすでに加点評価の対象となった

同一の内容について本項目で重ねて加点することはない。 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-３】実施体制及び構成企業の役割分担 

１－（１）事業計画、安定性 
イ 実施体制及び構成企業の役割分担 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

  ・本事業における実施体制図（計画、設計、施工、維持管理の各部門、内部統制における 

全体的な体制図） 

・統括責任者及び各業務責任者の配置計画及び業務への関わり方 

※配置予定者の業務経験及び保有資格を記載すること。 

・本事業対象設備の更新、維持管理を効果的に実施していくための段階的な体制構築に係

る考え方 

・設計業務における体制構築の考え方及び体制図 

・設計業務における照査方法と体制 

・施工業務における体制構築の考え方と体制図 

・複数個所の施工を踏まえた施工方針 

・維持管理業務における体制構築の考え方と体制図（緊急時対応を含む） 

 

 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-４】企業の施工能力 

１－（２）事業者の施工能力 
ア 企業（JＪＶ及びＳＰＣの場合は代表企業）の施工能力 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

  ・令和３年度から令和７年度の本市発注工事の上下水道施設工事（水道施設に係る電気設

備工事に限る）における優良成績評定事業者表彰または優良成績認定の有無 

・令和３年度から令和７年度内に工事期限が設定されている本市発注工事の上下水道施設

工事（水道施設に係る電気設備工事に限る）における工事成績評定点の最高点 

・昨年度（令和７年度）に工事成績評定が 65点未満のものの有無 

 

  ※上記各々の項目について、内容を確認できる下記の書類を添付してください。 

   優良成績評定事業者表彰：表彰状の写し 

   優良成績認定：認定証の写し 

   工事成績評定点の最高点：工事成績評定通知書の写し 

   工事成績評定が 65点未満のものが有る場合：工事成績評定通知書の写し 

工事成績評定が 65点未満のものが無い場合：工事成績評定についての申告書 

（【様式Ⅲ-４-１】工事成績評定についての申告書） 

  ※該当がない場合は、ない旨を記載してください。（工事成績評定が 65点未満の項目につ

いては、ない旨の記載とともに工事成績評定についての申告書を提出してください。） 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-４-１】 

 

工事成績評定についての申告書 

 

事業名称  ：大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

代表者の氏名：                    

 

 

 

 

 

  当社が大阪市（契約管財局以外が発注する工事を含む）から受注し、昨年度

（令和７年度）に完成した工事において、工事成績評定が 65点未満のものは

ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(該当する工事がある場合は、本様式の提出は不要) 
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【様式Ⅲ-５】配置予定技術者の技術力 

１－（２）事業者の施工能力 
イ 配置予定技術者の技術力 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

  ・本事業における配置予定技術者について、平成 22年度から令和７年度の間に工事期限

が設定されている同種工事（上水道または工業用水道の浄水場における処理能力 10万

m3/日以上の施設全体に係る監視制御設備工事）において監理技術者、主任技術者、特

例監理技術者または現場代理人（工事に携わる段階で、監理技術者に必要な国家資格等

を有していた場合）として従事した元請施工の実績（本市以外の実績を含む） 

  ・本事業における配置予定技術者について、令和３年度から令和７年度内に工事期限が設

定されている本市発注工事の上下水道施設工事（水道施設に係る電気設備工事に限る）

において監理技術者、主任技術者、特例監理技術者または現場代理人（工事に携わる段

階で、監理技術者に必要な国家資格等を有していた場合）として従事した工事の成績の

最高点 

・本事業期間中に国のガイドライン等に基づき、交替させる場合においての配置予定技術

者の配置水準について 

 

※上記の項目について、内容を確認できる下記の書類を添付してください。 

   配置予定技術者の施工実績：【様式Ⅲ-５-１】配置予定技術者の同種工事施工実績調書及

び当該工事内容がわかる資料 

   工事の成績の最高点   ：工事成績評定通知書の写し 

 ※該当がない場合は、ない旨を記載してください。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-５-１】 

 

配置予定技術者の同種工事施工実績調書 

 

 

事業名称  ：大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

代表者の氏名：                    

 

 

配置予定技術者の氏名：              

 

工 事 名 称 発注機関 工  期 従事した職名 

    

    

    

    

    

    

    

 

≪注意事項≫ 

 １ 記載した施工実績については、これを証するものとして次の書類を添付すること。 

   ただし、要件を証する内容以外の部分は省略できる。 

（１） 契約書の写（共同企業体の場合は、協定書を含む。） 

（２） 様式Ⅲ—５の要件を判断できる施工内容が記載された設計図書の写（同種工事の要

件を示す数値はラインマーカー等で図示すること） 

（３） 配置予定技術者の施工経験が確認できる書類（コリンズ登録内容が記載された書類

等） 

     ※ 上記書類は、本市発注の施工実績についても添付要 
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【様式Ⅲ-６】収支計画 

１－（３）リスク管理計画 
ア 収支計画 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

  ・本事業を安定的かつ効率的に遂行するための事業収支の考え方 

  ・【様式Ⅱ－２】基本方針（設計、施工業務）添付の事業全体工程表や【様式Ⅱ－８】維持

管理業務添付の維持管理計画を踏まえた事業費全体計画（事業期間中における年度毎の

収支計画がわかるもの）   

  ・事業計画と実績の差異分析や改善策等を踏まえた本事業における収支計画の執行管理方法 

  ・【様式Ⅲ－６－１】全体年次計画表を作成のうえ、添付して下さい。 

 

＜前提条件＞ 

  ・可能な限り事業費の平準化に配慮の上、計画してください。 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ－６－１】全体年次計画表 

 

 

 

 

 

（別冊１）「【様式Ⅲ－６－１】全体年次計画表」

(Microsoft Excelデータ)に記入して提出すること。 
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【様式Ⅲ-７】経営リスクへの対応（資金調達等） 

１－（３）リスク管理計画 
イ 経営リスクへの対応（資金調達等） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

  ・事業者リスクとする物価変動の範囲について、事業者のノウハウ、工夫の発揮を踏まえ、 

財務の健全性・安定性確保の観点から±何％に設定できるか提案してください。 

  ・事業資金の不足及び違約金・損害発生等への対応等に関して、ＰＦＩ事業者として破綻

回避に対する考え方 

 

＜前提条件＞ 

  ・市が設定する事業者リスクとする物価変動範囲は下記のとおりとします。 

    全体スライド：±1.5％ 

単品、インフレスライド：±1.0％ 

・よって、提案される％が上記数値の内数となる場合は、上記の数値を一定の率に設定し 

ます。 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-８】従事者の人材育成と技術力の確保 

１－（４）人材育成、環境負荷低減対策 
ア 従事者の人材育成と技術力の確保 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

  ・事業者としての人材育成の考え方（教育、技術継承、安全管理等） 

・長期にわたる事業を持続的かつ効率的に進めていくうえで必要となる従事者の技術力確

保に関する考え方 

 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-９】環境負荷低減対策 

１－（４）人材育成、環境負荷低減対策 
イ 環境負荷低減対策 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

  ・事業者としての環境対策方針 

  ・省エネルギー、省資源、廃棄物の減量に関する取組方針 

  ・本事業における具体的取組 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-10】実施体制 

１－（５）セルフモニタリング 
ア 実施体制 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

＜提案内容＞ 

  ・セルフモニタリングに関する全体方針 

・セルフモニタリング実施体制、体制図、責任者 

・セルフモニタリングの実施方法 

・セルフモニタリングの実施による市の業務負荷軽減に関する考え方 

・外部の視点による客観性確保の考え方 

※上記の提案に加えて、下記作成要領を踏まえて【様式Ⅲ－10－１】セルフモニタリング確認様式

（案）を作成し、添付して下さい。 

 また、「モニタリング基本計画」２．ア（ア）に示すセルフモニタリング実施計画（案）【様式な

し】を作成し、添付して下さい。 

 

【セルフモニタリング確認様式 作成要領】 

１ 「セルフモニタリング確認様式（案）」について 

入札参加者は、次の記載要領に基づき、入札参加者が実施するセルフモニタリングに関して、必

要項目を「セルフモニタリング確認様式（案）」（以下「様式（案）」という。）に記入してく

ださい。「様式（案）」にはあらかじめ市が最低限、モニタリングを実施する確認項目及び確認

書類を記載しています。入札参加者は、市のモニタリング確認項目に加えて、セルフモニタリン

グの方法や実施頻度等に関して、効率的かつ実効性の高いものとなるよう自らの創意工夫を活用

する場合は、項目を追加して提案してください。また、モニタリング基本計画に定める提出書類

等に関しても、追加提案をすることができます。 

 

２ 記載要領 

 （別冊１）【様式Ⅲ－10－１⓪記入例】参照 

 

３ 事業者決定後のモニタリング確認様式（案）の取扱い 

市と事業者は、「モニタリング基本計画」、「セルフモニタリング実施計画（案）」及び「様式

（案）」等を基に協議を行い、内容を調整のうえ、事業者は「セルフモニタリング実施計画」及

び「セルフモニタリング確認様式」を、市は「モニタリング実施計画」を策定するものとしま

す。なお、上記の協議において、事業者は「様式（案）」の「評価の根拠」欄にセルフモニタリ

ングで確認する際の根拠書類（証憑類等を含む。）等を記入し、提示してください。 

本事業開始後、事業者は、セルフモニタリングの実施結果を「セルフモニタリング確認様式」に

記入し、それぞれ定められた提出時期までに市へ提出します。市は、提出された「セルフモニタ

リング確認様式」、根拠書類及び現地調査等により、事業者が適切にセルフモニタリングを実施

しているかを確認します。 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ－10－１】セルフモニタリング確認様式（案） 

 

 

 

 

 

（別冊１）「【様式Ⅲ－10－１】セルフモニタリング確認

様式（案）」(Microsoft Excelデータ)に記入して提出す

ること。 
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【様式Ⅲ-11】実施方法等 

１－（５）セルフモニタリング 
イ 実施方法等 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

  ・財務状況、施設整備、サービス水準の維持・向上等に関するセルフモニタリングの実施

内容・体制 

  ・市が実施するモニタリングに対する対応方針 

  ・セルフモニタリングにおけるＰＤＣＡサイクルの考え方 

  ・事業計画の進捗管理に関する考え方 

・要求水準未達時の是正措置に関する考え方 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-12-１】設計に関する創意工夫（運転管理の効率化） 

２－（１） 設計及び施工に関する事項 
ア 設計に関する創意工夫（運転管理の効率化） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・運転管理の効率化について提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・市への効果が認められる具体的かつ効果的な技術であることが確認できる資料（導入事

例等）を添付してください。 

   なお、既設設備に導入されている技術については、既設設備より効果が大きいことが確

認できない場合は評価しません。 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-12-２】設計に関する創意工夫（システム、電源の信頼性向上） 

２－（１） 設計及び施工に関する事項 
ア 設計に関する創意工夫（システム、電源の信頼性向上） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・システム、電源の信頼性向上について提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・市への効果が認められる具体的かつ効果的な技術であることが確認できる資料（導入事

例等）を添付してください。 

なお、既設設備に導入されている技術については、既設設備より効果が大きいことが確

認できない場合は評価しません。 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-12-３】設計に関する創意工夫（ＤＸに資する先進技術） 

２－（１） 設計及び施工に関する事項 
ア 設計に関する創意工夫（ＤＸに資する先進技術） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・ＤＸに資する先進技術について提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・市への効果が認められる具体的かつ効果的な技術であることが確認できる資料（導入事

例等）を添付してください。 

なお、既設設備に導入されている技術については、既設設備より効果が大きいことが確

認できない場合は評価しません。 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-12-４】設計に関する創意工夫（水運用の省エネルギーに資する技術） 

２－（１） 設計及び施工に関する事項 
ア 設計に関する創意工夫（水運用の省エネルギーに資する技術） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・水運用の省エネルギーに資する技術について提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・市への効果が認められる具体的かつ効果的な技術であることが確認できる資料（導入事

例等）を添付してください。 

なお、既設設備に導入されている技術については、既設設備より効果が大きいことが確

認できない場合は評価しません。 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-12-５】設計に関する創意工夫（当局職員の人材育成） 

２－（１） 設計及び施工に関する事項 
ア 設計に関する創意工夫（当局職員の人材育成） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・当局職員（オペレータ等）の育成、負担軽減等に資する技術について提案してください。 

 

 

＜前提条件＞ 

  ・市への効果が認められる具体的かつ効果的な技術であることが確認できる資料（導入事

例等）を添付してください。 

   なお、既設設備に導入されている技術については、既設設備より効果が大きいことが確

認できない場合は評価しません。 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-13-１】施工に関する創意工夫（品質管理を踏まえた、システムの効率的な切替計画） 

２－（１）設計及び施工に関する事項 
イ 施工に関する創意工夫（品質管理を踏まえた、システムの効率的な切替計画） 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・品質確保を踏まえた、システムの効率的な切替計画について提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・市への効果が認められる具体的かつ効果的な内容を示してください。 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-13-２】施工に関する創意工夫（システム切替における、市の業務負荷軽減に向けた取り組み） 

２－（１）設計及び施工に関する事項 
イ 施工に関する創意工夫（システム切替における、市の業務負荷軽減に向けた取り組み） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去しください。 

 

＜提案内容＞ 

・システム切替における、市の業務負荷軽減に向けた取り組みについて提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・市への効果が認められる具体的かつ効果的な内容を示してください。 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-13-３】施工に関する創意工夫（緊急時における事業者のバックアップ体制や緊急対応） 

２－（１）設計及び施工に関する事項 
イ 施工に関する創意工夫（緊急時における事業者のバックアップ体制や緊急対応） 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・緊急時（災害及び運用中のトラブル発生等）における事業者のバックアップ体制や緊急

対応について提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・市への効果が認められる具体的かつ効果的な内容を示してください。 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-14-１】維持管理に関する創意工夫（メンテナンス性の向上について） 

３－（１） 維持管理に関する事項 
ア 維持管理に関する創意工夫（メンテナンス性の向上について） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・メンテナンス性の向上について提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-14-２】維持管理に関する創意工夫（故障等発生時の緊急対応について） 

 

３－（１） 維持管理に関する事項 
ア 維持管理に関する創意工夫（故障等発生時の緊急対応について） 
 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・故障等発生時の緊急対応について提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-14-３】維持管理に関する創意工夫(維持管理期間終了後､５年間の継続運用に要する維持管理内容) 

３－（１） 維持管理に関する事項 
ア 維持管理に関する創意工夫（維持管理期間終了後、５年間の継続運
用に要する維持管理内容） 

 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

・維持管理期間終了後、５年間の継続運用に要する維持管理内容について提案してくださ

い。 

   ※15年間の維持管理終了後から５年間、本事業で設置されたシステムを継続運用する

必要が生じた場合の事業者における維持管理の考え方 

※16年目以降、５年間に必要となる維持管理内容と費用も併せて提案してください。 

 

＜前提条件＞ 

  ・本項目で提案される技術は、他の項目への提案は認めません。 

（一つの技術に対して、評価は一項目でしか行いません。） 

  ・万一、重複して同一技術を複数の項目に提案された場合、最も配点の高い項目のみ評価 

するものとし、他の項目は無効とします。 

 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅲ-15】機能追加に要するコスト 

３－（２） 維持管理期間中の改造対応 
ア 機能追加に要するコスト 

記載要領 ※作成にあたり本記載要領は消去してください。 

 

＜提案内容＞ 

 ・機能追加に要するコストとして、以下の対象設備は、信号１点あたりの改造単価を提案 

してください。 

（対象設備） 柴島浄水場浄水管理設備、庭窪浄水場監視制御設備、豊野浄水場浄水管理 

設備、配水管理設備Ⅰ、配水管理設備Ⅱ 

 ・機能追加に要するコストとして、以下の対象設備は、評価項目右側の項目に記載の変更 

単位（１変更、１項目、１信号追加、１枚、１回）あたりの改造単価を提案してください。 

（対象設備） 総合水運用システム、配水情報システム、水質情報システム 

 ・維持管理期間中に生じる様々な負荷設備の更新に伴い必要となるソフトウェアの改造費用

について、本提案で示される信号１点あたり、変更単位あたりの改造単価に、改造で必要

となる信号点数、変更回数を乗じて改造費用とします。 

 ・信号については、デジタル、アナログ信号いずれの変更等の場合でも信号点数は１点とし、

負荷設備への入出力信号点数を改造点数とします。改造単価は、それを踏まえた信号１点

あたりの単価を提示してください。 

 ・改造規模や項目により改造単価が異なるため、改造内容を下記の前提条件で分類していま

す。改造単価は下記前提条件の項目ごとに提示してください。（全 15 項目） 

 

＜前提条件＞ 

 ・評価項目の右側の項目毎に改造単価を提案してください。 

 

※Ａ４版・縦 枚数制限なし 
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【様式Ⅳ-１】表紙（参考見積書） 

 

 

 

 

 

  

 

大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

 

 

 

参考見積書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 
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【様式Ⅳ-２】参考見積書 

 
参 考 見 積 書 

 
 

令和  年  月  日 

 

大阪市水道局長  様 

商号又は名称                       

住 所                       

代表者の氏名                     印 

  

 

入札公告資料等に示された内容を承知のうえ、次のとおり見積書を提出いたします。 

 

事業名 大阪市浄配水施設監視制御設備整備事業 

見積金額 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

           

内  

訳 

① 設計業務 

委託費 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 
          

② 工事費 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 
          

③ 維持管理 

業務委託費 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 
          

※上記見積金額及び内訳の各金額は、契約希望金額の 110分の 100 に相当する金額（税抜価格）であり、別様式

の各内訳書の金額と整合させること。また、見積金額の内訳明細書等として、【様式Ⅳ－３】参考見積書（明

細書、内訳明細書）を添付すること。 

※見積金額は、①～③の合計金額とする。 
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【様式Ⅳ-３】参考見積書（明細書、内訳明細書） 

 

 

 

 

 

 

「（別冊２）【様式Ⅳ－３】参考見積書（明細書、内訳明

細書）(Microsoft Excelデータ)」に記入して、提出す

ること。 
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７ 入札書提出時における提出書類 

様式集 
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【様式７-１】入札書 

【様式７-２】事業費内訳書 

 

 

 

 

 

 

入札書は、「（別冊２）【様式７－１】入札書(Microsoft 

Excelデータ)」に記入して、提出すること。 

 

また、入札書には内訳書「（別冊２）【様式７－２】事業

費内訳書(Microsoft Excelデータ)」を添付すること。 
 


